
 第４８号議案 

 

 

行政不服審査法の施行に伴う関係条例の

整備に関する条例の制定について 

 

 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を次の

ように制定するものとする。 

 

   平成２８年２月２９日提出 

 

             亀 岡 市 長  桂 川 孝 裕 

 

 

行政不服審査法の施行に伴う関係条例の

整備に関する条例 

 

（亀岡市固定資産評価審査委員会条例の一部改正） 

第１条 亀岡市固定資産評価審査委員会条例（昭和３０年亀岡市条

例第４３号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２項第１号中「住所」の次に「又は居所」を加え、同

項中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号を第３号

とし、第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 審査の申出に係る処分の内容 

 第４条第３項中「住所」の次に「又は居所」を加え、「行政不

服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第１３条第１項」を「行

政不服審査法施行令（平成２７年政令第３９１号）第３条第１項」

に改め、同条に次の１項を加える。 

６ 審査申出人は、代表者若しくは管理人、総代又は代理人がそ

の資格を失ったときは、書面でその旨を委員会に届け出なけれ

ばならない。 

 第６条中第３項を第４項とし、第２項ただし書を削り、同項を 
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第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政手続等における情報通信の技

術の利用に関する法律（平成１４年法律第１５１号）第３条第

１項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して

弁明がされた場合には、前項の規定に従って弁明書が提出され

たものとみなす。 

 第６条に次の１項を加える。 

５ 委員会は、審査申出人から反論書の提出があったときは、こ

れを市長に送付しなければならない。 

 第１１条中「においては、」の次に「次に掲げる事項を記載し、

委員会が記名押印した」を加え、同条に次の各号を加える。 

⑴ 主文 

⑵ 事案の概要 

⑶ 審査申出人及び市長の主張の要旨 

⑷ 理由 

 第１１条第２項中「請求者」を「審査申出人」に改める。 

（亀岡市情報公開条例の一部改正） 

第２条 亀岡市情報公開条例（平成１２年亀岡市条例第３２号）の

一部を次のように改正する。 

 第１５条中「第１条」を「第２条第３２号」に改める。 

 第１７条第１項中「行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０

号）」を「行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）」に、

「不服申立て」を「審査請求」に、「審査会」を「亀岡市情報公

開・個人情報保護審査会」に改め、「又は決定」を削り、同条第

２項中「前項」を「第１項」に、「不服申立て」を「審査請求」

に改め、「又は決定」を削り、同項を同条第４項とし、同条第１

項の次に次の２項を加える。 

２ 前項に規定する審査請求については、行政不服審査法第９条

第１項の規定は、適用しない。 

３ 第１項の規定により諮問をした実施機関は、審査請求人及び

参加人（行政不服審査法第４３条第３項の審査請求人及び参加

人をいう。）に対し、当該諮問をした旨を通知しなければなら 
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ない。 

（亀岡市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正） 

第３条 亀岡市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成１２年亀

岡市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

 第４条の次に次の２条を加える。 

（除斥） 

第４条の２ 委員は、諮問を受けた事件が自己に直接の利害関係

のあるものであるときは、その議事に加わることができない。 

（審査手続の併合又は分離） 

第４条の３ 審査会は、必要があると認める場合には、数個の事

件に係る審査手続を併合し、又は併合された数個の事件に係る

審査手続を分離することができる。 

２ 審査会は、前項の規定により事件に係る審査手続を併合し、

又は分離したときは、審査関係人（行政不服審査法（平成２６

年法律第６８号）第７４条の審査関係人をいう。以下同じ。）

にその旨を通知しなければならない。 

 第５条を次のように改める。 

（審査会の調査権限） 

第５条 審査会は、必要があると認める場合には、諮問を受けた

事件に関し、審査関係人にその主張を記載した書面又は資料

（以下「主張書面等」という。）の提出を求めること、適当と

認める者にその知っている事実の陳述又は鑑定を求めることそ

の他必要な調査をすることができる。 

 第５条の次に次の９条を加える。 

（意見の陳述） 

第５条の２ 審査会は、審査関係人の申立てがあった場合には、

当該審査関係人に口頭で意見を述べる機会を与えなければなら

ない。ただし、審査会が、その必要がないと認める場合には、

この限りでない。 

２ 前項本文の場合において、審査請求人（行政不服審査法第９

条第１項の審査請求人をいう。）又は参加人（同法第１３条第

４項の参加人をいう。）（以下「審査請求人等」という。）は、 
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審査会の許可を得て、補佐人とともに出頭することができる。 

（主張書面等の提出） 

第５条の３ 審査関係人は、審査会に対し、主張書面等を提出す

ることができる。この場合において、審査会が、主張書面等を

提出すべき相当の期間を定めたときは、その期間内にこれを提

出しなければならない。 

（提出資料の閲覧等） 

第５条の４ 審査関係人は、審査会に対し、審査会に提出された

主張書面等の閲覧（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。以下同じ。）にあっては、記録された事項を審査会が

定める方法により表示したものの閲覧）又は当該主張書面等の

写し若しくは当該電磁的記録に記録された事項を記載した書面

の交付を求めることができる。この場合において、審査会は、

第三者の利益を害するおそれがあると認めるとき、その他正当

な理由があるときでなければ、その閲覧又は交付を拒むことが

できない。 

２ 審査会は、前項の規定による閲覧をさせ、又は同項の規定に

よる交付をしようとするときは、当該閲覧又は交付に係る主張

書面等の提出人の意見を聴かなければならない。ただし、審査

会が、その必要がないと認めるときは、この限りでない。 

３ 審査会は、第１項の規定による閲覧について、日時及び場所

を指定することができる。 

（交付の方法） 

第５条の５ 前条第１項の規定による交付は、次の各号のいずれ

かの方法によってする。 

⑴ 対象主張書面等の写しの交付にあっては、当該対象主張書

面等を複写機により用紙の片面又は両面に白黒又はカラーで

複写したものの交付 

⑵ 対象電磁的記録に記録された事項を記載した書面の交付に

あっては、当該事項を用紙の片面又は両面に白黒又はカラー 
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で出力したものの交付 

⑶ 電子情報処理組織（審査会の使用に係る電子計算機と交付

を受ける者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織をいう。）を使用して行う方法 

（手数料） 

第５条の６ 第５条の４第１項の規定による閲覧に係る手数料は、

亀岡市手数料徴収条例（平成１２年亀岡市条例第６号）第２条

第３２号の規定にかかわらず、無料とする。 

２ 第５条の４第１項の規定による交付を受ける審査請求人等は、

当該交付に係る手数料を納めなければならない。 

３ 前項の手数料の額は、次の各号に掲げる交付の方法の区分に

応じ、当該各号に定める額とする。 

⑴ 前条第１号又は第２号に掲げる交付の方法 用紙１枚につ

き１０円（カラーで複写され、又は出力された用紙にあって

は、５０円）。この場合において、両面に複写され、又は出

力された用紙については、片面を１枚として手数料の額を算

定する。 

⑵ 前条第３号に掲げる交付の方法 同条第１号又は第２号に

掲げる交付の方法（用紙の片面に複写し、又は出力する方法

に限る。）によってするとしたならば、複写され、又は出力

される用紙１枚につき１０円 

（手数料の減免） 

第５条の７ 審査会は、第５条の４第１項の規定による交付を受

ける審査請求人等が経済的困難により前条第２項の手数料を納

付 す る 資 力 が な い と 認 め る と き は 、 交 付 の 求 め １ 件 に つ き  

２，０００円を限度として、当該手数料を減額し、又は免除す

ることができる。 

２ 手数料の減額又は免除を受けようとする審査請求人等は、第

５条の４第１項の規定による交付を求める際に、併せて当該減

額又は免除を求める旨及びその理由を記載した書面を審査会に

提出しなければならない。 

３ 前項の書面には、審査請求人等が生活保護法（昭和２５年法 
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律第１４４号）第１１条第１項各号に掲げる扶助を受けている

ことを理由とする場合にあっては当該扶助を受けていることを

証明する書面を、その他の事実を理由とする場合にあっては当

該事実を証明する書面を、それぞれ添付しなければならない。 

（送付による交付） 

第５条の８ 第５条の４第１項の規定による交付を受ける審査請

求人等は、第５条の６第２項の規定により納付しなければなら

ない手数料のほか送付に要する費用を納付して、対象主張書面

等の写し又は対象電磁的記録に記録された事項を記載した書面

の送付を求めることができる。 

（答申書の送付等） 

第５条の９ 審査会は、諮問に対する答申をしたときは、答申書

の写しを審査請求人等に送付するとともに、答申の内容を公表

するものとする。 

（亀岡市個人情報保護条例の一部改正） 

第４条 亀岡市個人情報保護条例（平成１２年亀岡市条例第３７号）

の一部を次のように改正する。 

 第２６条中「第１条」を「第２条第３２号」に改める。 

 第２８条第１項中「行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０

号）」を「行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）」に、

「不服申立て」を「審査請求」に改め、「又は決定」を削り、同

条第２項中「前項」を「第１項」に、「不服申立て」を「審査請

求」に改め、「又は決定」を削り、同項を同条第４項とし、同条

第１項の次に次の２項を加える。 

２ 前項に規定する審査請求については、行政不服審査法第９条

第１項の規定は、適用しない。 

３ 第１項の規定により諮問をした実施機関は、審査請求人及び

参加人（行政不服審査法第４３条第３項の審査請求人及び参加

人をいう。）に対し、当該諮問をした旨を通知しなければなら

ない。 

（亀岡市行政手続条例の一部改正） 

第５条 亀岡市行政手続条例（平成８年亀岡市条例第２５号）の一 
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部を次のように改正する。 

 第１９条第２項第４号中「ことのある」を削る。 

（亀岡市実費弁償条例の一部改正） 

第６条 亀岡市実費弁償条例（平成２１年亀岡市条例第６号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

⑻ 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第３４条（同

法第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合及び他

の法令において準用する場合を含む。）又は同法第８１条第

３項において準用する同法第７４条の規定により審理員若し

くは審査庁又は亀岡市行政不服審査会の求めに応じて出頭し

た者 

（職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第７条 職員の退職手当に関する条例（昭和３０年亀岡市条例第 

２８号）の一部を次のように改正する。 

 第１７条第４項中「行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０

号）第１４条第１項又は第４５条」を「行政不服審査法（平成 

２６年法律第６８号）第１８条第１項」に改める。 

（亀岡市消防団員等公務災害補償条例の一部改正） 

第８条 亀岡市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年亀岡市条

例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 第２５条（見出しを含む。）中「異議申立て」を「審査請求」

に改める。 

 

   附 則 

 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前にされた処分等に係る手続その他の行為

については、なお従前の例による。 

（適用区分） 
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３ 第１条の規定による改正後の亀岡市固定資産評価審査委員会条

例第４条第２項、第３項及び第６項、第６条第２項、第３項及び

第５項並びに第１１条第１項の規定は、平成２８年度以後の年度

分の固定資産税に係る固定資産について固定資産課税台帳に登録

された価格に係る審査の申出について適用し、平成２７年度まで

の固定資産税に係る固定資産について固定資産課税台帳に登録さ

れた価格に係る審査の申出（申出期間の初日が平成２８年４月１

日以後である審査の申出を除く。）については、なお従前の例に

よる。 
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行政不服審査法の施行に伴う関係条例の

整備に関する条例案要綱 

 

 

１ 行政不服審査法（以下「法」という。）の全部改正に伴い、関

係する条例について次のとおり改正すること。 

⑴ 情報公開・個人情報保護制度について次のとおり改正するこ

と。 

ア 法の審理員による審理手続の規定を適用除外とし、引き続

き現行の情報公開・個人情報保護審査会により不服審査を行

うこととすること。 

イ 情報公開・個人情報保護審査会の調査審議の手続等に関し、

法に則した規定整備を行うこと。 

⑵ 法の規定により審理員等の求めに応じて出頭した者に対する

実費弁償の支給を定めること。 

⑶ その他所要の規定整備を図ること。 

 

２ この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めること。 

 

３ この条例は、平成２８年４月１日から施行すること。 
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